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条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃

の概要 

１．臨時職員の通勤手当の日額の上限を７００円から７２０円に

改定する。（第４１条関係） 

 

２．非常勤の職員の通勤手当の日額の上限を７００円から７２０

円に改定する。（第４２条関係） 

 

３ 制定改廃 

の理由 

・消費税率及び地方消費税率の引上げに伴う

運賃改定に準じ、臨時職員及び非常勤の職

員の通勤手当の日額の上限を改定するた

め。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 総合政策部 人事課 
 



議案番号 ８９ 

1/1 

奈良市一般職の職員の給与に関する条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（臨時又は非常勤の職員の給与） （臨時又は非常勤の職員の給与） 

第40条 略 第40条 略 

第41条 略 第41条 略 

２ 臨時職員の通勤手当の額は、月額にあつては55,000円を、日額にあつて

は700円をそれぞれ超えない範囲内において、市長が規則で定める。 

２ 臨時職員の通勤手当の額は、月額にあつては55,000円を、日額にあつて

は720円をそれぞれ超えない範囲内において、市長が規則で定める。 

３・４ 略 ３・４ 略 

第42条 略 第42条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 非常勤の職員の通勤手当の額は、月額にあつては55,000円を、日額にあ

つては700円をそれぞれ超えない範囲内において、市長が規則で定める。

３ 非常勤の職員の通勤手当の額は、月額にあつては55,000円を、日額にあ

つては720円をそれぞれ超えない範囲内において、市長が規則で定める。 

４ 略 ４ 略 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・地方公務員法及び地方自治法の一部を改正

する法律（平成２９年法律第２９号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．左記の法改正により、会計年度任用職員の給与等に関する条

例の新規制定を行う。 

 

２．この条例の施行に伴い、次の条例を附則で改正する。 

(1) 奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する

条例 

(2) 奈良市職員の育児休業等に関する条例 

(3) 奈良市一般職の職員の給与に関する条例 

３ 制定改廃 

の理由 

・上記の法改正により、会計年度任用職員制

度を導入するため、条例の整備を行うもの

である。 

５ 施行期日 令和２年４月１日 所管部課 総合政策部 人事課 
 



議案番号 ９０ 

1/4 

奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例 新旧対照表（附則第３項による改正） 

 

現行 改正案 

（非専門的任期付職員の給与の特例） （非専門的任期付職員の給与の特例） 

第６条の２ 略 第６条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

第６条の３ 略 第６条の３ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 任期付短時間勤務職員に対する給与条例第16条の４第２項第２号及び第

40条の規定の適用については、給与条例第16条の４第２項第２号中「再任

用短時間勤務職員」とあるのは「奈良市一般職の任期付職員の採用及び給

与の特例に関する条例（平成24年奈良市条例第９号）第２条の３の規定に

より任期を定めて採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）」

と、給与条例第40条中「再任用短時間勤務職員」とあるのは「任期付短時

間勤務職員」とする。 

３ 任期付短時間勤務職員に対する給与条例第16条の４第２項第２号    

  の規定の適用については、給与条例第16条の４第２項第２号中「再任

用短時間勤務職員」とあるのは「奈良市一般職の任期付職員の採用及び給

与の特例に関する条例（平成24年奈良市条例第９号）第２条の３の規定に

より任期を定めて採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）」

                                 

      とする。 

４ 略 ４ 略 



議案番号 ９０ 

2/4 

奈良市職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表（附則第４項による改正） 

 

現行 改正案 

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員についての給与の特例） （育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員についての給与の特例） 

第17条の３ 略 第17条の３ 略 

第17条の４ 略 第17条の４ 略 

２ 短時間勤務職員に対する奈良市一般職の職員の給与に関する条例第16条

の４第２項第２号及び第40条の規定の適用については、同条例第16条の４

第２項第２号中「再任用短時間勤務職員」とあるのは「地方公務員の育児

休業等に関する法律第18条第１項の規定により採用された職員（以下「短

時間勤務職員」という。）」と、同条例第40条中「再任用短時間勤務職員」

とあるのは「短時間勤務職員」とする。 

２ 短時間勤務職員に対する奈良市一般職の職員の給与に関する条例第16条

の４第２項第２号     の規定の適用については、同条例第16条の４

第２項第２号中「再任用短時間勤務職員」とあるのは「地方公務員の育児

休業等に関する法律第18条第１項の規定により採用された職員（以下「短

時間勤務職員」という。）」                     

              とする。 

３ 略 ３ 略 



議案番号 ９０ 

3/4 

奈良市一般職の職員の給与に関する条例 新旧対照表（附則第５項による改正） 

 

現行 改正案 

第９章 雑則 第９章 雑則 

（教員の給与等） （教員の給与等） 

第39条 市費支弁の教員（                       

                     幼稚園及び幼保連携型認定

こども園の教員を除く。）の給与（教職調整額及び義務教育等教員特別手

当を含む。）については、この条例の規定にかかわらず、奈良県が給与を

負担する教員の給与の例による。 

第39条 市費支弁の教員（法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員

（以下「会計年度任用職員」という。）並びに幼稚園及び幼保連携型認定

こども園の教員を除く。）の給与（教職調整額及び義務教育等教員特別手

当を含む。）については、この条例の規定にかかわらず、奈良県が給与を

負担する教員の給与の例による。 

（臨時又は非常勤の職員の給与） （会計年度任用職員の給与） 

第40条 臨時又は非常勤の職員（再任用短時間勤務職員を除く。以下この条

から第42条までにおいて同じ。）には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める給与を支給することができる。 

第40条 会計年度任用職員の給与については、この条例の規定にかかわらず、

別に条例で定める。 

(１) 臨時職員 給料、時間外勤務手当及び通勤手当  

(２) 非常勤の職員 報酬、割増報酬及びその者の通勤に係る費用の弁償

として通勤手当 

 

第41条 臨時職員の給料の額は、それ以外の職員との権衡を考慮し、月額に

あつては300,000円を、日額にあつては22,500円をそれぞれ超えない範囲内

において、臨時職員の職務に応じて市長が規則で定める額とする。 

 

２ 臨時職員の通勤手当の額は、月額にあつては55,000円を、日額にあつて

は700円をそれぞれ超えない範囲内において、市長が規則で定める。 

 

３ 臨時職員の時間外勤務手当は、定数内職員に準じて市長が規則で定める

ところにより支給する。 

 

４ 前３項に定めるもののほか、臨時職員の給料等の支給について必要な事

項は、市長が規則で定める。 

 

第42条 非常勤の職員の報酬の額は、それ以外の職員との権衡を考慮し、月

額にあつては350,000円を、時間額にあつては1,600円をそれぞれ超えない

 



議案番号 ９０ 

4/4 

現行 改正案 

範囲内において、非常勤の職員の職務等に応じて市長が定める。 

２ 非常勤の職員が、あらかじめ割り振られた勤務時間を超えて勤務するこ

とを命ぜられ、当該勤務をしたときは、規則で定めるところにより割増報

酬を支給する。 

 

３ 非常勤の職員の通勤手当の額は、月額にあつては55,000円を、日額にあ

つては700円をそれぞれ超えない範囲内において、市長が規則で定める。

 

４ 前３項に定めるもののほか、非常勤の職員の報酬、割増報酬及び通勤手

当の支給について必要な事項は、市長が規則で定める。 

 

（この条例施行の細目） （この条例施行の細目） 

第43条 略 第41条 略 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例等の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・地方公務員法及び地方自治法の一部を改正

する法律（平成２９年法律第２９号。以下

「改正法」という。） 

 

４ 制定改廃

の概要 

１．改正法の施行に伴い、関連条例について会計年度任用職員制

度の導入に関する所要の規定の整備を行う。 

 

 

 

３ 制定改廃 

の理由 

・改正法の施行に伴い、会計年度任用職員制

度の導入に向けた必要な改正を行うため。 

 

 

５ 施行期日 令和２年４月１日 所管部課 総合政策部 人事課 
 



議案番号 ９１ 

1/10 

奈良市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

 

現行 改正案 

（任命権者の報告事項） （任命権者の報告事項） 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報告し

なければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員

（地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報告し

なければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員

（地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

及び同法第22条の２第１項第２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

(１)～(11) 略 (１)～(11) 略 

 



議案番号 ９１ 

2/10 

外国の地方公共団体の機関等に派遣される奈良市職員の処遇等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

 

現行 改正案 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 略 第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略 

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条第１項に規定する条

件付採用になっている職員（市長が規則で定める職員を除く。） 

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条＿＿＿に規定する条

件付採用になっている職員（市長が規則で定める職員を除く。） 

(４)・(５) 略 (４)・(５) 略 

 



議案番号 ９１ 

3/10 

公益的法人等への奈良市職員の派遣等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

 

現行 改正案 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 略 第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略 

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条第１項に規定する条

件付採用になっている職員（市長が規則で定める職員を除く。） 

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条＿＿＿に規定する条

件付採用になっている職員（市長が規則で定める職員を除く。） 

(４)・(５) 略 (４)・(５) 略 

３ 略 ３ 略 

 



議案番号 ９１ 
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奈良市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 新旧対照表（第３条による改正） 

 

現行 改正案 

（臨時又は非常勤の職員の勤務時間等） （会計年度任用職員  の勤務時間等） 

第19条 臨時又は非常勤の職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤

務職員を除く。）の勤務時間、休日及び休暇については、第２条から前条

までの規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮して規則で定める。 

第19条 地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員＿＿＿

＿＿＿＿＿    の勤務時間、休日及び休暇については、第２条から前条

までの規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮して規則で定める。 

 



議案番号 ９１ 

5/10 

奈良市職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表（第４条による改正） 

 

現行 改正案 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 略 第７条 略 

２ 奈良市一般職の職員の給与に関する条例第25条第１項に規定するそれぞ

れの基準日に育児休業をしている職員＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿のうち、基準日以前６箇月以内の期

間において勤務した期間がある職員には、育児休業法第４条第２項の規定

にかかわらず、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

２ 奈良市一般職の職員の給与に関する条例第25条第１項に規定するそれぞ

れの基準日に育児休業をしている職員（地方公務員法第22条の２第１項に

規定する会計年度任用職員を除く。）のうち、基準日以前６箇月以内の期

間において勤務した期間がある職員には、育児休業法第４条第２項の規定

にかかわらず、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） （育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿が職務に復帰した場合において、部内の他の職

員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を100

分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものと

みなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給

を行う日として市長が規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場

合に準じてその者の号給を調整することができる。 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法第22条の２第１項に規定する会

計年度任用職員を除く。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職

員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を100

分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものと

みなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給

を行う日として市長が規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場

合に準じてその者の号給を調整することができる。 

 



議案番号 ９１ 
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職員の分限に関する基準、手続及び効果に関する条例 新旧対照表（第５条による改正） 

 

現行 改正案 

（休職及び降給の効果） （休職及び降給の効果） 

第４条 法第28条第２項第１号の規定に該当する場合における休職の期間

は、いずれも３年をこえない範囲内において、それぞれ個々の場合につい

て、任命権者が定める。この休職の期間が３年に満たない場合において

は、休職にした日から引き続き３年をこえない範囲内において、これを更

新することができる。 

第４条 法第28条第２項第１号の規定に該当する場合における休職の期間

は、いずれも３年を超えない範囲内において、それぞれ個々の場合につい

て、任命権者が定める。この休職の期間が３年に満たない場合において

は、休職にした日から引き続き３年を超えない範囲内において、これを更

新することができる。 

２ 第２条の規定に該当する場合の休職の期間は、３年をこえない範囲内に

おいて、必要に応じ個々の場合について、任命権者が定める。ただし、特

別の事由がある場合においては、３年をこえて、これを更新することがで

きる。 

２ 第２条の規定に該当する場合の休職の期間は、３年を超えない範囲内に

おいて、必要に応じ個々の場合について、任命権者が定める。ただし、特

別の事由がある場合においては、３年を超えて、これを更新することがで

きる。 

３ 任命権者は、前２項の規定による休職の期間中であつても、その事故が

消滅したと認められるときは、すみやかに復職を命じなければならない。 

３ 任命権者は、前２項の規定による休職の期間中であつても、その事故が

消滅したと認められるときは、速やかに 復職を命じなければならない。 

４ 略 ４ 略 

 ５ 法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項の規定

の適用については、同項中「３年を超えない」とあるのは「法第22条の２

第２項の規定により任命権者が定める任期の」と、「３年に」とあるのは

「法第22条の２第２項の規定により任命権者が定める任期に」とする。 

 ６ 法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第２項の規定

の適用については、同項中「３年を超えない」とあるのは「法第22条の２

第２項の規定により任命権者が定める任期の」と、「３年を超えて」とあ

るのは「同項の規定により任命権者が定める任期の範囲内において」とす

る。 

（条件付採用期間中の職員等の特例） （条件付採用期間中の職員等の特例） 

第６条 略 第６条 略 



議案番号 ９１ 

7/10 

現行 改正案 

２ 臨時的に任用された職員は、法第28条第１項各号のいずれかに掲げる事

由に該当する場合又は法第22条第５項＿＿若しくは地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第110号）第６条第１項に規定する臨時的

任用の事由がなくなつた場合には、いつでも免職することができる。 

２ 臨時的に任用された職員は、法第28条第１項各号のいずれかに掲げる事

由に該当する場合又は法第22条の３第４項若しくは地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第110号）第６条第１項に規定する臨時的

任用の事由がなくなつた場合には、いつでも免職することができる。 

 



議案番号 ９１ 

8/10 

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 新旧対照表（第６条による改正） 

 

現行 改正案 

（減給の効果） （減給の効果） 

第５条 減給は、１日以上６箇月以内とし、給料＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_の月額の10分の１以内

とする。 

第５条 減給は、１日以上６箇月以内とし、給料（法第22条の２第１項第１

号に掲げる職員については、報酬の額（奈良市一般職の職員の給与に関す

る条例（昭和32年奈良市条例第21号）第17条に規定する時間外勤務手当、

第18条に規定する休日勤務手当、第19条に規定する夜間勤務手当及び第21

条に規定する宿日直手当に相当する額を除く。））の月額の10分の１以内

とする。 

 



議案番号 ９１ 
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奈良市報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照表（第７条による改正） 

 

現行 改正案 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２第２項

及び第４項の規定に基づき、非常勤の職員＿             ＿

                          に対する報酬及び

費用弁償の額並びにその支給方法について必要な事項を定めることを目的と

する。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２第２項

及び第５項の規定に基づき、非常勤の職員（地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第22条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。）に対する報酬及び

費用弁償の額並びにその支給方法について必要な事項を定めることを目的と

する。 

 



議案番号 ９１ 
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奈良市職員の退職手当に関する条例 新旧対照表（第８条による改正） 

 

現行 改正案 

（退職手当の支給） （退職手当の支給） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、奈良市一般職の職員の給与に関

する条例（昭和32年奈良市条例第21号）の適用を受ける職員で常時勤務に

服することを要するもの（臨時職員、地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の４第１項又は第28条の５第１項の規定により採用された者及

び地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第18条

第１項又は奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例

（平成24年奈良市条例第９号）第２条の３の規定により任期を定めて採用

された者を除く。以下「職員」という。）が退職した場合に、その者（死

亡による退職の場合には、その遺族）に支給する。 

第２条 この条例の規定による退職手当は、奈良市一般職の職員の給与に関

する条例（昭和32年奈良市条例第21号）の適用を受ける職員で常時勤務に

服することを要するもの（地方公務員法＿＿＿＿＿（昭和25年法律第261

号）第28条の４第１項又は第28条の５第１項の規定により採用された者及

び地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第18条

第１項又は奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例

（平成24年奈良市条例第９号）第２条の３の規定により任期を定めて採用

された者を除く。以下「職員」という。）が退職した場合に、その者（死

亡による退職の場合には、その遺族）に支給する。 

 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市手数料条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・地方公共団体の手数料の標準に関する政令

の一部を改正する政令（令和元年政令第１

２号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．貯蔵所（消防法第１１条第１項前段の規定に基づく浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所）

の設置の許可の申請に係る審査手数料の一部について、貯蔵最

大数量に応じ１０，０００円引き上げる。（別表第７９項関

係） 

３ 制定改廃 

の理由 

・消費税率及び地方消費税率の引上げに伴

い、地方公共団体の手数料の額の標準が引

き上げられるため、所要の改正を行う。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 消防局 予防課 
 



議案番号 ９２ 
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奈良市手数料条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 番号 名称 事務 金額   番号 名称 事務 金額  

 略 略 略 略   略 略 略 略  

 79 貯蔵所の設置

許可申請手数

料 

略 略 略   79 貯蔵所の設置

許可申請手数

料 

略 略 略  

  消防法第11条第１

項前段の規定に基

づく浮き屋根式特

定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特

定屋外タンク貯蔵

所の設置の許可の

申請に対する審査 

略 略    消防法第11条第１

項前段の規定に基

づく浮き屋根式特

定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特

定屋外タンク貯蔵

所の設置の許可の

申請に対する審査

略 略  

  危険物の貯

蔵最大数量

が10,000キ

ロリットル

以上50,000

キロリット

ル未満の場

合 

１件につき    危険物の貯

蔵最大数量

が10,000キ

ロリットル

以上50,000

キロリット

ル未満の場

合 

１件につき  

1,580,000円 1,590,000円

危険物の貯

蔵最大数量

が50,000キ

ロリットル

以上100,000

キロリット

ル未満の場

合 

１件につき 危険物の貯

蔵最大数量

が50,000キ

ロリットル

以上100,000

キロリット

ル未満の場

合 

１件につき 

1,940,000円 1,950,000円

    危険物の貯

蔵最大数量

が100,000キ

ロリットル

以上200,000

キロリット

ル未満の場

１件につき 

2,260,000円

     危険物の貯

蔵最大数量

が100,000キ

ロリットル

以上200,000

キロリット

ル未満の場

１件につき 

2,270,000円
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現行 改正案 

    合      合  

 略 略 略 略   略 略 略 略  

 備考   備考  

 略   略  

  

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市立こども園設置条例等の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃

の概要 

１．奈良市立こども園設置条例の一部改正（第１条による改正） 

 鶴舞こども園の項を削る。（条例第２条の表関係） 

 

２．奈良市立保育所設置条例の一部改正（第２条による改正） 

 右京保育園の項を削る。（条例第２条の表関係） 

 

３．奈良市立学校設置条例の一部改正（第３条による改正） 

平城西幼稚園の項を削る。（条例第２条の表関係） 

３ 制定改廃 

の理由 

・奈良市幼保再編基本計画及び実施計画に基

づき、本市の取組として次のとおり再編す

るため。 

(1) 鶴舞こども園を民間移管し、公私連携幼

保連携型認定こども園へ移行する。 

(2) 右京保育園を民間移管し、公私連携幼保

連携型認定こども園へ移行する。 

(3) 現在休園中の平城西幼稚園を平城こども

園に統合する。 

５ 施行期日 令和２年４月１日 所管部課 子ども未来部 子ども政策課 
 



議案番号 ９３ 

1/3  

奈良市立こども園設置条例 新旧対照表（第１条による改正） 

  

現行 改正案 

（名称、位置及び定員） （名称、位置及び定員） 

第２条 こども園の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 第２条 こども園の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 

名称 位置 定員 

略 略 略

奈良市立神功こども園 奈良市神功四丁目 13 番地の１・奈良

市神功四丁目 25 番地の３ 

230 人

奈良市立鶴舞こども園 奈良市鶴舞東町２番１号 70 人

奈良市立若草こども園 奈良市川上町 493 番地の１ 130 人

略 略 略
 

名称 位置 定員 

略 略 略 

奈良市立神功こども園 奈良市神功四丁目 13 番地の１・奈良

市神功四丁目 25 番地の３ 

230 人 

奈良市立若草こども園 奈良市川上町 493 番地の１ 130 人 

略 略 略 
 

 



議案番号 ９３ 
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奈良市立保育所設置条例 新旧対照表（第２条による改正） 

  

現行 改正案 

（名称、位置及び保育定員） （名称、位置及び保育定員） 

第２条 保育所の名称、位置及び保育定員は、次のとおりとする。 第２条 保育所の名称、位置及び保育定員は、次のとおりとする。 

名称 位置 保育定員 

略 略 略

大宮保育園 奈良市三条大宮町３番８号 200 人

右京保育園 奈良市右京五丁目１番地の１ 200 人

京西保育園 奈良市六条西一丁目３番 43－１号 160 人

略 略 略
 

名称 位置 保育定員 

略 略 略 

大宮保育園 奈良市三条大宮町３番８号 200 人 

京西保育園 奈良市六条西一丁目３番 43－１号 160 人 

略 略 略 
 

 



議案番号 ９３ 
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奈良市立学校設置条例 新旧対照表（第３条による改正） 

  

現行 改正案 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 小学校、中学校、高等学校及び幼稚園の名称及び位置は、次のとお

りとする。 

第２条 小学校、中学校、高等学校及び幼稚園の名称及び位置は、次のとお

りとする。 

種別 名称 位置 

略 略 略 

幼稚園 略 略 

奈良市立富雄第三幼稚園 奈良市帝塚山南二丁目 11 番 2 号

奈良市立平城西幼稚園 奈良市東登美ヶ丘三丁目1,168番

地 

奈良市立大安寺西幼稚園 奈良市大安寺西一丁目 348 番地 

略 略 
 

種別 名称 位置 

略 略 略 

幼稚園 略 略 

奈良市立富雄第三幼稚園 奈良市帝塚山南二丁目 11 番 2 号 

奈良市立大安寺西幼稚園 奈良市大安寺西一丁目 348 番地 

略 略 
 

 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市立保育所設置条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃

の概要 

１．三笠保育園の項中「奈良市西之阪町９番地」を「奈良市西

之阪町５番地の１」に、「１２０人」を「１６０人」に改め

る。（第２条の表関係） 

３ 制定改廃 

の理由 

・三笠保育園の移転（大宮児童館との複合

化）のため。 

 

５ 施行期日 規則で定める日 所管部課 子ども未来部 保育総務課 
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奈良市立保育所設置条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（名称、位置及び保育定員） （名称、位置及び保育定員） 

第２条 保育所の名称、位置及び保育定員は、次のとおりとする。 第２条 保育所の名称、位置及び保育定員は、次のとおりとする。 

 名称 位置 保育定員   名称 位置 保育定員  

 三笠保育園 奈良市西之阪町９番地 120人  三笠保育園 奈良市西之阪町５番地の１ 160人 

 略 略 略  略 略 略 

  

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・子ども・子育て支援法の一部を改正する法

律（令和元年法律第７号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．法改正に伴い、条例中の用語の改正を行う。 

(1)「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

(2)「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め

る。 

３ 制定改廃 

の理由 

・子ども・子育て支援法の一部改正により、

法の用語が改正されたため。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 子ども未来部 保育所・幼稚園課 
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奈良市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例 新旧対照表 

  

現行 改正案 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下

「法」という。）に基づく子どものための教育・保育給付（法附則第６条第

１項の規定による保育費用の支払を含む。）に係る支給認定保護者＿＿＿＿

＿又は扶養義務者が負担するべき費用（以下「利用者負担額」という。）そ

の他市が設置する特定教育・保育施設の利用料等に関し必要な事項を定める

ものとする。 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下

「法」という。）に基づく子どものための教育・保育給付（法附則第６条第

１項の規定による保育費用の支払を含む。）に係る教育・保育給付認定保護

者又は扶養義務者が負担するべき費用（以下「利用者負担額」という。）そ

の他市が設置する特定教育・保育施設の利用料等に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（利用者負担額） （利用者負担額） 

第３条 法第27条第３項第２号、第28条第２項各号、第29条第３項第２号及び

第30条第２項各号に規定する支給認定保護者     の属する世帯の所得

の状況その他の事情を勘案して市が定める額は、それぞれ当該規定の政令で

定める額を限度として、規則で定める。 

第３条 法第27条第３項第２号、第28条第２項各号、第29条第３項第２号及び

第30条第２項各号に規定する教育・保育給付認定保護者の属する世帯の所得

の状況その他の事情を勘案して市が定める額は、それぞれ当該規定の政令で

定める額を限度として、規則で定める。 

２ 略 ２ 略 

（利用者負担額の徴収） （利用者負担額の徴収） 

第４条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設又は市が実施する特定地域

型保育事業において、子どものための教育・保育給付に係る教育・保育を受

けた支給認定子ども     の支給認定保護者     又は扶養義務者

から、前条第１項に定める額を徴収する。 

第４条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設又は市が実施する特定地域

型保育事業において、子どものための教育・保育給付に係る教育・保育を受

けた教育・保育給付認定子どもの教育・保育給付認定保護者又は扶養義務者

から、前条第１項に定める額を徴収する。 

２ 市長は、法附則第６条第４項の規定により、同条第１項に規定する特定保

育所から保育を受けた保育認定子どもの支給認定保護者     又は扶養

義務者から前条第２項に定める額を徴収する。 

２ 市長は、法附則第６条第４項の規定により、同条第１項に規定する特定保

育所から保育を受けた保育認定子どもの教育・保育給付認定保護者又は扶養

義務者から前条第２項に定める額を徴収する。 

（延長保育） （延長保育） 

第５条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設において、規則に定めると

ころにより実施する延長保育を受けた支給認定子ども     の支給認定

保護者     又は扶養義務者から規則に定める延長保育の利用料を徴収

第５条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設において、規則に定めると

ころにより実施する延長保育を受けた教育・保育給付認定子どもの教育・保

育給付認定保護者又は扶養義務者から規則に定める延長保育の利用料を徴収
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する。 する。 

（一時預かり） （一時預かり） 

第６条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設において、規則に定めると

ころにより実施する一時預かりを受けた支給認定子ども     の支給認

定保護者     又は扶養義務者から規則に定める一時預かりの利用料を

徴収する。 

第６条 市長は、市が設置する特定教育・保育施設において、規則に定めると

ころにより実施する一時預かりを受けた教育・保育給付認定子どもの教育・

保育給付認定保護者又は扶養義務者から規則に定める一時預かりの利用料を

徴収する。 

（利用者負担額の減免） （利用者負担額の減免） 

第７条 市長は、支給認定保護者     又は扶養義務者が失業、疾病等に

より利用者負担額の支払が困難と認めるときその他特に必要と認めるとき

は、第４条の規定により徴収すべき利用者負担額を減免することができる。

第７条 市長は、教育・保育給付認定保護者又は扶養義務者が失業、疾病等に

より利用者負担額の支払が困難と認めるときその他特に必要と認めるとき

は、第４条の規定により徴収すべき利用者負担額を減免することができる。 

附 則 附 則 

１ 略 １ 略 

（法附則第９条第１項の適用がある間の利用者負担額の経過措置） （法附則第９条第１項の適用がある間の利用者負担額の経過措置） 

２ 法附則第９条第１項の適用を受ける間、同項第１号イ、第２号イ(１)及び

ロ(１)並びに第３号イ(１)及びロ(１)に規定する支給認定保護者     

 の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市が定める額は、それぞ

れ当該規定の政令で定める額を限度として、規則で定める。 

２ 法附則第９条第１項の適用を受ける間、同項第１号イ、第２号イ(１)及び

ロ(１)並びに第３号イ(１)及びロ(１)に規定する教育・保育給付認定保護者

の属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して市が定める額は、それぞ

れ当該規定の政令で定める額を限度として、規則で定める。 

３～５ 略 ３～５ 略 

  

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準の一部を改正する省令（平成３１年厚

生労働省令第４９号） 

 

・「家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準の運営上の取扱いについて」の一部

改正について（平成３１年４月１日付０４

０１第８号厚生労働省子ども家庭局長通

知） 

 

４ 制定改廃

の概要 

１．連携施設の確保の例外について（第７条関係） 

家庭的保育事業者等による卒園後の受け皿の提供を行う連携施

設の確保が著しく困難であると市が認める場合は、連携施設の確

保をしないことができる。ただし、企業主導型保育事業に係る施

設又は地方自治体が運営費支援等を行っている認可外保育施設

（定員が２０人以上）であって、市が適当と認めるものを適切に

確保しなければならない。 

２．連携施設に関する特例（第４６条関係） 

 満３歳以上の児童を受け入れている保育所型事業所内保育事業

所で、市が適当と認めるものについては、卒園後の受け皿の提供

を行う連携施設の確保をしないことができる。 

３．食事の提供の経過措置（附則第３項関係） 

家庭的保育者の居宅以外で保育を提供している家庭的保育事業

については、自園調理への移行に向けた努力義務を課しつつ、自

園調理の原則の適用を猶予する経過措置の期間を１０年とする。 

４．連携施設に関する経過措置（附則第４項関係） 

 家庭的保育事業者等（上記２を除く）は、連携施設の確保が著

しく困難であると市が認める場合は、経過措置の期限をさらに５

年間延長する。 

５．その他所要の文言整理 

３ 制定改廃 

の理由 

・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準等の一部改正に伴い、所要の改正を行

う。 

 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 子ども未来部 保育所・幼稚園課 
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奈良市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第７条 略 第７条 略 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確

保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全

てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこと    

 ができる。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確

保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全

てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととするこ

とができる。 

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略 

３ 略 ３ 略 

 ４ 市長は、家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連

携施設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しな

いこととすることができる。 

 ５ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、法第59条第１項に規定す

る施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が20人以上のものに限る。）で

あって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携

協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

 (１) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第59条の２第１項の

規定による助成を受けている者の設置する施設（法第６条の３第12項に

規定する業務を目的とするものに限る。） 

 (２) 法第６条の３第12項及び第39条第１項に規定する業務を目的とする

施設であって、法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする

乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を

受けているもの 

 （食事の提供の特例） 

 第17条 略 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 ２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 
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(１)～(３) 略  (１)～(３) 略 

 (４) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業

者のうち、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、

衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有するとともに、

利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供

や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼

児  の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができる者とし

て市が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が第23条に規定する家庭的

保育事業を行う場所（第24条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限

る。附則第３項において同じ。）において家庭的保育事業を行う場合に

限る。） 

(４) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業

者のうち、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、

衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有するとともに、

利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供

や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用

乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができる者とし

て市が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が第23条に規定する家庭的

保育事業を行う場所（第24条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限

る            。）において家庭的保育事業を行う場合に

限る。） 

（職員） （職員） 

第24条 略 第24条 略 

２ 家庭的保育者は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他

の機関が行う研修を含む。）を修了した保育士であって、次の各号のいず

れにも該当する者とする。 

２ 家庭的保育者は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他

の機関が行う研修を含む。）を修了した保育士であって、次の各号のいず

れにも該当する者とする。 

 (１) 略  (１) 略 

 (２) 法第18条の５各号及び法第34条の20第１項第４号のいずれにも該当

しない者 

 (２) 法第18条の５各号及び法第34条の20第１項第３号のいずれにも該当

しない者 

３・４ 略 ３・４ 略 

（居宅訪問型保育事業）  （居宅訪問型保育事業） 

第38条 居宅訪問型保育事業者は、次に掲げる保育を提供するものとする。第38条 居宅訪問型保育事業者は、次に掲げる保育を提供するものとする。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第34条第５項又は第

46条第５項の規定による便宜の提供に対応するために行う保育 

(２) 子ども・子育て支援法           第34条第５項又は第

46条第５項の規定による便宜の提供に対応するために行う保育 

(３)～(５) 略 (３)～(５) 略 

（連携施設に関する特例） （連携施設に関する特例） 
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第46条 略 第46条 略 

 ２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法第６条の３第12項第２号

に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第４

項において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、

第７条第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことがで

きる。 

附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 

１ 略 １ 略 

（食事の提供の経過措置） （食事の提供の経過措置） 

２ 略 ２ 略 

３ 前項の規定にかかわらず、施行日後に家庭的保育事業（第23条に規定す

る家庭的保育事業を行う場所において実施されるものに限る。）の認可を

得た施設等については、施行日から起算して10年を経過する日までの間は、

第16条、第23条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び第24条第１項

本文（調理員に係る部分に限る。）の規定は、適用しないことができる。

この場合において、当該施設等は、第３条に規定する利用乳幼児への食事

の提供を同条に規定する家庭的保育事業所等内で調理する方法（第11条の

規定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねている

他の社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含む。）により行

うために必要な体制を確保するよう努めなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、施行日後に家庭的保育事業         

                             の認可を

得た施設等については、施行日から起算して10年を経過する日までの間は、

第16条、第23条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び第24条第１項

本文（調理員に係る部分に限る。）の規定は、適用しないことができる。

この場合において、当該施設等は、第３条に規定する利用乳幼児への食事

の提供を同条に規定する家庭的保育事業所等内で調理する方法（第11条の

規定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねている

他の社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含む。）により行

うために必要な体制を確保するよう努めなければならない。 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

４ 家庭的保育事業者等                     は、

連携施設の確保が著しく困難であって、子ども・子育て支援法第59条第４

号に規定する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことができ

ると市が認める場合は、第７条第１項本文の規定にかかわらず、施行日か

ら起算して５年を経過する日までの間、連携施設の確保をしないことがで

４ 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）は、

連携施設の確保が著しく困難であって、子ども・子育て支援法第59条第４

号に規定する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことができ

ると市が認める場合は、第７条第１項本文の規定にかかわらず、施行日か

ら起算して10年を経過する日までの間、連携施設の確保をしないことがで
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きる。 きる。 

５・６ 略 ５・６ 略 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（全部改正） 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・子ども・子育て支援法の一部を改正する法

律（令和元年法律第７号） 

 

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業の運営に関する基準の一部を改正する内

閣府令（令和元年内閣府令第７号） 

 

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業の運営に関する基準の一部を改正する内

閣府令（令和元年内閣府令第８号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．基準府令の一部改正に伴う規定の整備 

(基準府令の改正内容） 

(1) 特定地域型保育事業の連携施設 

 ・代替保育の提供先としての小規模保育事業Ａ型等の追加 

 ・卒園後の受け皿の提供を行う連携施設の確保義務の緩和 

 ・満３歳以上を受け入れている保育所型事業所内保育事業所の

連携施設の確保免除 

 ・経過措置の５年延長 

(2) 食事の提供に要する費用の取扱いの変更 

(3) 法改正に伴う所要の文言改正 

・ 「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改める。 

 

２．条例の構造の変更 

 本市の独自基準を列挙するとともに、基準府令どおりの基準と

する部分については基準府令を引用する旨の規定を置く形に改め

る。 

３ 制定改廃 

の理由 

・子ども・子育て支援法の一部改正及び特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準の一部改正に伴い、本市

の基準を定める条例について所要の改正を

行う。 

 

・併せて、本市独自基準の明確化の観点か

ら、条例の構造を、基準府令を引用する方

式に改める。 

 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 子ども未来部 保育所・幼稚園課 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市老人憩の家条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃

の概要 

１．第２条の表から奈良市西之阪老人憩の家の項を削る。 

３ 制定改廃 

の理由 

・地域施設の再編に伴い、西之阪老人憩の家

を廃止するため。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 福祉部 長寿福祉課 
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奈良市老人憩の家条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 憩の家の名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 憩の家の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 位置   名称 位置  

 略 略   略 略  

 奈良市梅園老人憩の家 奈良市紀寺町568番地の７   奈良市梅園老人憩の家 奈良市紀寺町568番地の７  

 奈良市西之阪老人憩の家 奈良市西之阪町５番地の１    

 奈良市畑中老人憩の家 奈良市畑中町４番地の４   奈良市畑中老人憩の家 奈良市畑中町４番地の４  

 略 略   略 略  

  

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市歴史的建築物の建築基準法適用除外に関する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） ４ 制定改廃

の概要 

１．条例の適用となる建築物について（第２条関係） 

 対象建築物は、登録有形文化財、歴史的風致形成建造物、景観

重要建造物、県指定有形文化財、指定文化財及び伝統的建造物群

保存地区内の伝統的建造物とする。 

 

２．保存活用計画について（第３条関係） 

条例を適用させる対象建築物について、保存及び活用に係る計

画を策定し、市長に提出しなければならない。 

 

３．保存建築物の登録について（第３条、第４条関係） 

 対象建築物の所有者は、保存活用計画とともに申請する。登録

にあたり、市長は、奈良市建築審査会の意見を聴き、同意を得な

ければならない。 

 

４．現状変更の規制について（第７条、第８条関係） 

 登録された対象建築物（以下「保存建築物」という。）の現状

変更を行うには、市長の許可を得て、完了検査を受けなければな

らない。 

 

５．保存のための措置について（第９条、第１０条関係） 

 保存建築物の所有者は、保存活用計画に従い、適切に保存活用

を図るとともに、市長に対し、定期的に維持管理の報告を提出し

なければならない。 

３ 制定改廃 

の理由 

・歴史的、文化的な価値を有する歴史的建築

物を保存し、その活用を図るために行う改

修について、現行の建築基準に適合させる

ことが難しい場合に、建築基準法の規定に

基づきその適用を除外するため。 

５ 施行期日 令和２年４月１日 所管部課 都市整備部 建築指導課、観光経済部 奈良町にぎわい課 
 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・地方公務員法及び地方自治法の一部を改正

する法律（平成２９年法律第２９号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員（フル

タイム会計年度任用職員）の給与及び適用除外の規定を加え

る。（第１８条関係） 

 

２．地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（パー

トタイム会計年度任用職員）の給与及び適用除外の規定を加え

る。（第１９条関係） 

 

３ 制定改廃 

の理由 

・行政需要の多様化等に対応し、公務の能率

的かつ適正な運営を推進するため、会計年

度任用職員の任用等に関する上記法改正が

行われ、会計年度任用職員制度を導入する

ことに伴い、その給与等について所要の整

備を行うもの。 

５ 施行期日 令和２年４月１日 所管部課 企業局 経営部 経営企画課 
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奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 新旧対照表 

 

 現行 改正案 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員     

                     （以下「職員」という。）の

給与の種類は、給料及び手当とする。 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの、地方公務員法 （昭和25年法律第

261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及び同法

第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「職員」という。）の

給与の種類は、給料及び手当とする。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（臨時又は非常勤の企業職員の給与） （    非常勤の企業職員の給与） 

第17条 臨時又は非常勤の企業職員（地方公務員法第28条の５第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める者                      

    を除く。）については、職員の給与との権衡を考慮し、予算の範囲

内で給与を支給する。 

第17条     非常勤の企業職員（地方公務員法第28条の５第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める者及び同法第22条の２第１項に規定する会計年度

任用職員を除く。）については、職員の給与との権衡を考慮し、予算の範囲

内で給与を支給する。 

（再任用職員についての適用除外） （再任用職員についての適用除外） 

第18条 略 第18条 略 

 （会計年度任用職員の給与） 

 第19条 第２条第１項及び第３項の規定にかかわらず、地方公務員法第22条の

２第１項第２号に掲げる会計年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用

職員」という。）の給与の種類は、給料、通勤手当、時間外勤務手当、休日

勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期末手当とする。 

 ２ フルタイム会計年度任用職員には、第３条第２項及び第３項、第３条の２

から第５条の３まで、第６条の２、第７条、第10条の２、第12条、第13条、

第14条第２項第４号、第15条、第16条の２並びに第16条の３の規定は、適用

しない。 

 

 

３ フルタイム会計年度任用職員に対する第16条の規定の適用については、同

条ただし書中「期末手当及び勤勉手当」とあるのは、「期末手当」とする。 

 第20条 第２条第１項及び第３項の規定にかかわらず、地方公務員法第22条の
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 現行 改正案 

２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員（以下「パートタイム会計年度任

用職員」という。）の給与の種類は、給料、通勤手当、時間外勤務手当、休

日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期末手当（１週間当たりの勤務

時間が著しく少ない者として管理者が定める者及び従事する業務の性質等を

考慮して管理者が定める者については、期末手当を除く。）とする。 

 ２ パートタイム会計年度任用職員には、第３条第２項及び第３項、第３条の

２から第５条の３まで、第６条の２、第７条、第10条の２、第12条、第13

条、第14条第２項第４号、第15条、第16条の２並びに第16条の３の規定は、

適用しない。 

 

 

３ パートタイム会計年度任用職員に対する第16条の規定の適用については、

同条ただし書中「期末手当及び勤勉手当」とあるのは、「期末手当」とす

る。 

（委任規定） （委任規定） 

第19条 略 第21条 略 

  



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・水道法の一部を改正する法律（平成３０年

法律第９２号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．指定給水装置工事事業者の手数料に指定更新手数料を加え

る。（第３２条、別表第１関係） 

３ 制定改廃 

の理由 

・水道法の一部改正により、指定給水装置工

事事業者の指定に５年ごとの更新制が導入

されることに伴い、指定更新手数料に係る

規定を整備するため。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 企業局 事業部 給排水課 
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奈良市水道事業給水条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（手数料） （手数料） 

第32条 次に掲げる者は、別表第１に定める額の手数料を管理者が定める納

期限までに納入しなければならない。 

第32条 次に掲げる者は、別表第１に定める額の手数料を管理者が定める納

期限までに納入しなければならない。 

(１) 第12条第１項の指定を受ける者 (１) 第12条第１項の指定を受ける者（次号に掲げる者を除く。） 

 (２) 法第25条の３の２第１項の指定の更新を受ける者 

(２)～(４) 略 (３)～(５) 略 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第４号に掲げる者が納入する別表第１に

掲げる証明手数料は、申請又は請求の際、納入しなければならない。ただ

し、管理者が特別の理由があると認めるものについては、この限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、同項第５号に掲げる者が納入する別表第１に

掲げる証明手数料は、申請又は請求の際、納入しなければならない。ただ

し、管理者が特別の理由があると認めるものについては、この限りでない。

３ 略 ３ 略 

別表第１（第11条、第32条関係） 別表第１（第11条、第32条関係） 

１ 指定給水装置工事事業者指定手数料 １ 指定給水装置工事事業者指定手数料 

 単    位 金  額   単    位 金  額  

 １件につき 10,000円  １件につき 10,000円  

 ２ 指定給水装置工事事業者指定更新手数料 

  単    位 金  額  

  １件につき 10,000円  

２ 設計審査手数料 ３ 設計審査手数料 

 略   略  

３ 工事検査手数料 ４ 工事検査手数料 

 略   略  

４ 証明手数料 ５ 証明手数料 

 略   略  
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